東アジアの政治経済統合にとっての課題と展望について
  　 東南アジア国家協力組織(ASEAN)は、1967年に東アジア諸国の間に同盟を結んだ組織である。2000年11月26日において、中国の前総理であった朱鎔基は。第4期のアセアン（ASEAN）＋三つのサミット会議の中に中国とアセアンと一緒に自由貿易区を組織するような構想を提出した、そして、十年以内で「中国―アセアン自由貿易区」を成立するように決議した。
アセアンは、すでに東アジアを統合する過程の中にひとつ戦略的な意義が孕んでいること、なおかつその影響力が持続的に増強し続ける鍵となる要因のであった。2004年11月、第８期の「アセアン＋３」サミット会議の中に、中国や日本、韓国などの指導者はアセアンに対して、「アセアンは東アジア諸国協力の中の核心である存在」として、お互いに協力し合う承諾をした。「アセアン＋３」という協力組織の運営にあたっては、その名称からも容易に理解できるのだが、これは、いわゆるアセアンを起動する主軸として運営されることである。また、このほかに東アジアの協力組織の主な柱は四つがある：アセアン自身、アセアン＋１、アセアン＋３、それに中国や、日本、韓国などの間の対話と協力関係であること。

経済統合のプロセスの中にどの国でも、自分が周縁化されることを期待していないため、
各国はみんな積極的に経済統合に参与し、さらに進んで、ある経済区域の経済組織をリーダーするようになったこともしばしばあったこと。数多くの国々は、相次いで二国間の自由貿易協定を締結した。例えば：シンガポールとにユージーランド、日本とメキシコ、韓国とチリとシンガポール、台湾と中米洲諸国などがある。

これらの国々は二国間の自由貿易協定を締結することができたのは、一方では、両国の間にお互いに補い合う情況が割りに大きいことであり、一方では、外国への貿易を拡張させる良い機会でもあったこと。日本政府は、2010年の前に東アジアの自由貿易区を創立する意欲があって、その範囲は日本、韓国、中国、台湾、香港及びアセアンの10か国などを含めて、15か国及び地区である。但し、依然として数多く変動するファクターを克服しなければならないことが残されていることである。

一は、協力し合うパートナーの範囲は広すぎて、それに中国とマレーシアの反対がある。
二は、期限の設定と目標管理がなかったので、日本は日本―アセアンとの自由貿易区が

何時になって実現されるのか、1つ、はっきりとした青写真がないこと。

三は、農業問題である。アセアン諸国は、日本への農産品の輸出を促進することができないならば、自由貿易区がアセアン諸国にとって、まったく魅力がないことである。
　　　
　　韓国は、すでに続々とチリとシンガポールとの間に自由貿易協定を結んだことであり、

目前では、日本と積極的に自由貿易協定の件について交渉していることである。韓国は、
今までに海外市場への投資資金の三分の一がすべて、中国に置いてあったのだが、近年では、資金をインドネシア、マレーシア、タイとシンガポールまでに入れ替わりをした。

　元の韓国の財政部長だった田允吉　氏は、中、日、韓の三国の間に戦略連盟を創立
するように大声で呼びかけたことがあって、三国が共同で区域経済発展を検討し、なお、

アセアン諸国との二国間の貿易関係を強化し、これこそ、唯一の方法でこのような努力を通じて、北米自由貿易区とＥＵとの対抗ができるようになることだと主張していた。
　中国とアセアンの関係は、冷戦時期にアセアンは米国がアジア・太平洋地区で共産勢力を防御する主要な組織の一環であったため、それにインドネシアとマレーシア政府の反共
政策もあったため、これらの諸要因によって、中国とアセアンは、1990年代の前には、かなり疎遠されている相互協力関係のであった。

　但し、冷戦が終結した後に、中国はアセアンに対して、善隣の外交政策をとって、政治上にも、中国―アセアンとの対話とパートナー関係を樹立させ、経済面においても、更なる
中国―アセアンとの五項目に亘っての友好原則があり、双方が経済と貿易上の合作を通じて、

お互いの信頼があるパートナー関係を築き上げることを期待した。1990年代以後、二国間貿易額の年間増加率は、すべてが20％を超過した。これによって、中国とアセアンとの相互協力関係がますます緊密となったことが明らかになったことである。
　台湾方面では、台湾と東南アジア諸国とは、正式の外交関係がなかったのだが、台湾も
　国連の正式の会員国ではなかった。それに中国は外交方面においても、台湾を押さえ込もう

としていた諸状況があった。但し、事実は台湾と東南アジア諸国とは、相当な密接たる實質関係を結んであった。その原因は、台湾と東南アジア諸国との間に国を跨っているネットワークにある主要な交流組織は、非政府と非政府機関である、あるいは、非政府組織などを交流の基礎としたためのであった。また、台湾は常に国際組織を通じて（例えば、APEC会議、アジア開発銀行等）、二国間の交流は依然として、非常に密接な関係が維持されていることである。
　　経済面においては、台湾は経済と貿易の実力を強化すべきであり、政治面においても、

東南アジア諸国と実質と実務的な外交関係を保持することが必須であり、積極的にアセアン区域の論壇に参加し、台湾の国際的な自主的な地位を高めるべきである。

　アセアンは1967年に創立された以来、すでに43年が立ちました。但し、経済統合の方が重ねる困難に直面しており、以下はアセアン内部の問題について、ひとつ簡略の考察をしていながら；また、「アセアン＋３」の障害も経済と貿易の両方から考察することができるのである。
　　アセアン内部の最大の経済問題は、アセアン諸国の中での貧冨の格差が酷かったことであり、、産業構成が類似していること、または経済の面においては、お互いに補完する性質が悪くて、それによって、お互いの合作する意欲に影響が及ばしたことである。宗教と文化、民族と種族の衝突も、アセアンのモデルチエンジに制約を加えたことである。例えば、経済の後退、物価変動などは、すべてが社会不安と種族間の衝突を極容易に惹き起こさせた要因であり、アセアン諸国の本位主義も、相当の影響が出たと思われる。各国は、自国産業と市場利益を保護する自己本位の心の構えは、アセアン区域内の貿易交流をますます困難さを深めたばかりのであった。

　政治方面においては、アセアンの最大の変化は、会員国の増加と異様化である。ベトナム、ラオス、ミャンマーを含んで、また、加入が認可されたカンボジアなど、これらの経済上において、さらに貧困であり、政治面においても、さらに独裁的な国家である国の加入によって、急速にアセアンの中に比較的に開放している国々、例えば、フイリピンとタイのような国との対立するような矛盾が発生した。
　「アセアン＋３」が直面している困難は、主に二つ方面がある。１つは、経済の差異性であり、アセアン10か国は主に東南アジアの国家であり、経済成長が緩やかにまた金融危機の衝撃に遭遇され、それと比較すれば、中国経済が近年には２桁の成長があり、韓国は、アジアニーズの１つである。また、日本はアジア経済圏の経済大国であり、「アセアン＋３」
というような構成は、会員国の間に一定の経済の落差がある。二つは、貿易保護主義であり、

区域経済協力は、各国が市場を開放することが必要である。近年では、東アジア諸国は、区域合作の呼び声が高まったと同時に貿易保護主義もある程度が高まりの機運に恵まれていて、
それに近年以来では、中日、中韓の貿易摩擦も絶え間なく拡大し続けており、これも経済統合上においては、秘められた憂いになるのだと思われる。

「アセアン＋３」の未来は、アセアン10か国の力だけに頼るのは、力不足であり、現在見たところでは、困難が次々と重ねてあること。アセアンが成立された初期には、数多くの学者は、決して楽観視をしていなかったし、もし、さらに中国、日本、韓国などを加えて、特に中国の積極的な主導役を果たせれば、中国―アセアン自由貿易区が創造できる貿易額、日本と韓国のを加えれば、「アセアン＋３」の未来の展望は計り知れないことがきっと期待できると確信されている。前述した障害と諸問題を克服さえ出来れば、「アセアン＋３」は、きっと北米自由貿易区及びＥＵの自由貿易区と対抗できるような存在になることに違いない。
